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看護師等の確保を促進するための措置に関する基本的な指針について

看護師等の人材確保の促進に関する法律(平成4年法律第 86 号。以下 W釦

という。)第3条第5項に基づき、「看護婦等の確保を促進するための措置に関

する基本的な指針」が平成4年12月25日に告示されたところであるが、その

制定から現在までの間、保健師助産師看護師法(昭和 23年法律第 203 号)の

改正に伴い「看護婦」から「看護師」と改正されるなど、看護師等を巡る状況

は大きく変化したこと、今後、少子高齢化の進行に伴って、現役世代(担い手)

が急減する中で、看護二ーズの増大が見込まれており、看護師等の確保の推進

が重要であること、コロナ禍を受けて新興感染症等の発生に備えた看護師等確

保対策を実施する必要があること等から、今般、令和5年10月26日付け文部

科学省・厚生労働省告示第8号により、「看護師等の確保を促進するための措

置に関する基本的な指針」(以下「指針」という。)が別添のとおり告示された

ところであるので、下記の留意事項を踏まえつつ、貴管下関係団体等に対し周

知徹底方お願いする。

なお、厚生省健康政策局長、労働省職業安定局長、文部省高等教育局長連名

通知(平成4年12月25日付け健政発第 834 号、職発第 886 号、文高医第 299

号)は、廃止する。

厚生労働省医政局長

(公印省略)

厚生労働省職業安定局長

(公印省略)
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1 指針は、国、地方公共団体、病院等の開設者等、看護師等、そして国民が

一体となって看護師等確保対策を総合的に推進するために策定されたもので

あること。

2 指針については、医療計画等の医療提供体制に係る見直しの状況等を踏ま

えて、必要に応じ、見直しを行うものであること。

3 関係者の責務については、指針の内容のみではなく、法第4条から第7条

においても規定されているものであり、当該条文の趣旨も踏まえるべきであ

ること。
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看護師等の確保を促進するための措置に関する基本的な指針

はじめに

保健師、助産師、看護師及ぴ准看護師(以下「看護師等」という。)は、療養上の世話又は診療の補

助、保健指導、助産等の実施を通じて、国民の保健医療の向上に大きく貢献してきている。

その看護師等は、就業者数を見ると、令和2年(2020年)で約173.4万人と我が国医療関係職種の

中で最も多数を占めており、チーム医療の中において、大きな役割を果たしてきているが、高齢化の

進行に伴う看護二ーズの増大を受け、需要の増大が見込まれる。一方、我が国においては、少子高齢

化が進行しており、令和22年(20如年)に向けて、生産年齢人口 a5歳から64歳までの人口をいう。

以下同じ。)が急減していく。

このように、現役世代(担い手)が急減する中で、増大し、多様化する看護二ーズや24時間休制の

勤務に対応していくためには、新規養成、復職支援及び定着促進を柱に、看護師等の確保を推進して

いくとともに、生涯にわたって看護師等の業務を継絖できるよう、看護師等個人の資質の向上を図っ

ていくことが重要となる。

また、看護師等に係る需給の状況については、都道府県及び二次医療闇ごとに不足又は充足の状況

が異なっているとともに、訪問看護に従事する肴護師等の需要が増大しているなど、地域・領域別に

差異がある。このため、地域・領域の課題に応じた看護師等の確保対策を講じていくことが必要であ

る。

あわせて、令和2年(2020年)に発生した新型コロナウイルス感染症への対応に際しては、重症患

者の診療に当たって、専門性の高い看護師を確保する必要性が特に高くなるとともに、感染症に的確

に対応できる看額師等を迅速に応援派遣することが必姜になった。今後の新興感染症(感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第Ⅱ4号。以下「感染症法」という。)第

6条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第8項に規定する指定感染症及び同条第9

項に規定する新感染症をいう。以下同じ。)等の発生に備えて、専門性の高い看護師の養成を推進する

とともに、新興感染症等の発生に的確に対応できる看護師等の迅速な確保を図るための体制整備を推

進することが必要となる。

これらの課題に対応し、求められる二ーズに対応できる看護師等の確保を進めるためには、中長期

的視点に立って、養成、処遇の改善、資質の向上、就業の促進等について、関係者が体となり総合

的に進めることが必要である。
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この指針は、国、地方公共団体、病院等(看護師等の人材確保の促進に関する法律(平成4年法律
第86号。以下「法」という。)第2条第2項に規定する病院等※をいう。以下同じ。)、看護師等、そし
て国民がそれぞれの立場において取り組むべき方向を示すことにより、少子高齡社会における保健医
療を担う看護師等の確保を図り、国民に良質かつ適切な医療の提供を図ることを目的とするものであ
る。

なお、看獲二ーズの多様化に伴って、病院等以外で就業する看護帥等が増加していることに鑑み、
病院等以外の施設・事業所においても、看護師等の業務内容や支援策の状況等を踏まえっつ、病院等
に準じた取組の実施が望まれる。

また、医療提供体制に係る見直しの状況等を踏まえて、必要に応じこの指針の見直しを行うものと
する。

※法第2条第2項に規定する病院等とは、病院(医療法(昭和23年法律第205号)第1条の5第

1項に規定する病院をいう。以下同じ。)、診療所(同条第2項に規定する診療所をいう。以下同
じ。)、助産所(同法第2条第1項に規定する助産所をいう。)、介護老人保健施設(介護保険法(平
成9年法律第123号)第8条第28項に規定する介護老人保健施設をいう。以下同じ。)、介護咲療
院(同条第29項に規定する介護医療院をいう。以下同じ。)、指定訪問看護事業所(指定居宅サー
ビス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成Ⅱ年厚生省令第37号)第60条第]項に規
定する指定訪問看護事業所をいう。以下同じ。)、指定定期巡同・随時対応型訪問介護看護事業所
(指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第
34号)第3条の4第1項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。)、指
定看護小規模多機能型居宅介護事業所(同令第171条第1項に規定する指定看獲小規模多機能型
居宅介護事業所をいう。)及び指定介護予防訪問看護事業所(指定介護予防サービス等の事業の人
員、設備及ぴ運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に
関する基準(平成18年厚生労働省令第35号)第63条第1項に規定する指定介護予防訪問看護事業
所をいう。以下同じ。)をいう。

第一看瞳師等の就業の動向に関する事項

看渡師等の就業の現状

看護師等の就業者数は、平成2年(1990年)には約船.4万人であったが、法の施行後、看護師
等の確保が進められ、増加を続け、令和2年(2020年)には約173.4万人となった。
令和2年(2020年)における看護師等の就業者数の資格別の内訳は、保健師が約6.7万人、助
産師力泳勺4.2万人、看護師力決勺132.0万人、准看護師力珠勺30.5万人となっている。

看護師等の就業場所にっいては、令和2年(2020年)においては、病院力泳勺101.2万人(58.3%)、
診療所が約34.8万人(20.1%)、訪問看護ステーション(指定訪問看護事業所又は指定介護予防訪
問看護事業所をいう。以下同じ。)が約6.8万人(3.9%)、介護保険施設等(介護老人保健施設、介
護医療院、特別養護老人ホーム、居宅サービス事業所、居宅介護事業所等をいう。以下同じ。)が
約17.3万人 ao.0%)、社会福祉施設等(老人福祉施設、児童福祉施設等をいう。以下同じ。)力緜勺
3.3万人(1.9%)、保健所、都道府県及び市区町村(以下「保健所等」という。)力珠妬.4万人(3.1%)、
事業所力泳勺1.0万人(0.6%)、保健師助産帥看獲帥法(昭和紛年法律第203号)第19条第1号、同
法第20条第1号、同法第21条第2号若しくは同法第22条第1号の規定に基づき文部科学大臣が指
定する学校、同法第21条第1号の規定に基づき文部科学大臣が指定する大学又は同法第19条第2
号、同法第20条第2号若しくは同法第21条第3号の規定に基づき都道府県知事が指定する保健帥
養成所、助産師養成所若しくは看護師養成所若しくは同法第22条第2号の規定に基づき都道府県
知事が指定する准看護師養成所(以下「看護師等学校養成所」という。)及び研究機関が約2.0万
人(1.2%)、その他力泌勺1.3万人(0.フ%)となっている。就業場所別の看護師等の推移を見ると、
訪問看護ステーション、介護保険施設等及び社会福祉施設等での就業者の増加割合が高くなって
いる。
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また、資格別の就業場所では、保健師は保健所等での就業割合が高い(60.1%)、助産師は病

院での就業割合が高い(60.0%)、看獲師は病院での就業割合が比較的高い(66.2%)、准看護師

は診療所及び介護保険施設等での就業割合が高い(診療所は35.6%、介護保険施設等は23.1%)

といった特徴がある。

看護師等の就業者の年齢階級別構成割合の推移を見ると、若年層の割合が減少し、60歳以上の

構成割合が増加しており、令和2年(2020年)においては、就業者のうちの5.0%が衡歳以上、

6.8%が60~64歳となっている。年齢階級別の宥渡師等の就業者の就業場所については、年齢階

級が低くなるほど病院で就業する割合が高く、年齢階級が高いほど介護保険施設等で就業する割

合が高くなっている。

看護師等の就業者の性別構成割合の推移を見ると、男性の看護師等の構成割合が増加しており、

令和2年(2020年)においては、就業者のうちの7.6%が男性となっている。

令和2年(2020年)における都道府県別の人口10万人当たりの看護師等の就業者数については、

首都圏等の都市部において、全国平均よりも少ない傾向にある。

今後の就業傾向

「医療従事者の需給に関する検討会看護職員需給分科会中間とりまとめ」(令和元年(2019年)

Ⅱ月15口とりまとめ)における令和7年(2025年)の看護師等の需給推計(以下「2025年需給推

計」という。)によれば、令和7年(2025年)における都道府県報告に基づく看護師等の需要数の

推計値は約180.2万人とされており、令和2年(2020年)の看護師等の就業者数絲加73.4万人)

よりも増大が必要となっている。また、令和4年度(2022年皮)における看護師及び准看護師の

有効求人倍率は2.20倍で、職業計の1.19倍よりも高くなっており、看護師等について不足傾向に

あると言える。

あわせて、 2025年需給推計とは足下の就業者数や推計方法等が異なる推計となるが、Π2040年

を見据えた社会保障の将来見通し(議論の素材)に基づくマンパワ一のシミュレーシヨン」(平成

30年(20]8年) 5月21日厚生労働省)の「現状投影ベース」等に基づく看體師等の需要推計(以

下「2040年現状投影需要推計」という。)を行うと、看護師等の需要数は、令和7年度(2025年度)

から令和22年座(2040年度)に向けて増加していくものと推計される。

ーガ、総務省統計局「国勢調査」(令和2年)及び国立社会保障・人口問題研究所田本の将来

推計人口(令和5年推計)出生巾位(ヲE亡巾位)推計」によれば、生産年齢人口は、令和2年

(2020年)の7,5仭万人から令和22年(2040年)の6,213万人へと急激に減少するものと推計され

ている。

このように、少子高齡化の進行によって、令和22年(2040年)に向けて、生産年齢人口が急減

していく中で、看護師等の確保を推進していくことが必要となっている。

地域別の状況については、2025年需給推計においては、都道府県別で見た場合、都市部等では

依然として都道府県全体として令和7年(2025年)の看瞳師等の需要数がその供給数を上回り、

看護師等の不足傾向が見込まれる一方で、一部の都道府県においては、令和7年(2025年)の看

護師等の供給数よりその需要数が少なくなるものと雉計されている。その一方で、都道府県全体

としては看護師等の就業者数の総数が充足されると推計された都道府県においても、看護師等の

就業者数の総数が不足傾向にある二次医療幽がある、多くの二次医療圏において訪問看礦・介護

保険サービス等は不足傾向にあるなど、看護師等の需給の状況は、一次医療圏ごとに差異がある。
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領域別の状況については、2025年需給推計においては、病院及び診療所の需要の増大は小幅な

ものとされている一方で、地域包括ケアシステム(地域における医療及び介護の総合的な確保の

促進に関する法律(平成元年法律第64号)第2条第」項に規定する地域包括ケアシステムをいう。)

の構築に向けたサービスの整備が進められる中で、訪問看護に従事する看護師等の需要は大きく

増大すると推計されている。令和3年度(2021年座)の都道府県ナースセンターにおける領域別

の看護師等の求人倍率を比較すると、訪問看護ステーションの求ノd音率が最も高くなっており、

訪問看護にっいては、看護師等の確保の必要性が高い方で、看護師等の確保が難しい状況となっ

ている。

このように、看護師等の需給の状況は、地域別・領域別に差異がある状況となっており、地域・

領域ごとの課題に応じた看護師等の確保対策を講じていくことが重要になっている。
なお、今後、令和22年(2040年)頃を視野に入れた新たな地域医療構想を踏まえて、地域別・

領域別も含めた、新たな看護帥等の需給推計を実施することが重姜である。また、こうした新た
な看護師等の需給推計については、今後の医療計画(医療法第30条の4第1項に規定する医療計

画をいう。以下同じ。)の作成等に活用できるよう実施することが重要である。

第二看護師等の養成に関する事項

看護師等の養成の現状

H 養成制度・教育課程の現状

我が国の看護師等の資格制度は、保健師、助産師、看護師及び准看護師の各資格からなり、

看腔基礎教育は大学、養成所等で行われている。

教育の課程は、保健師、助産師、看護師(三年課程、二年課程)及び准看護師の各課程から

なり、これらは全口制、定時制など多様な形態で構成されるとともに、保健師及ぴ助産帥の養

成においては、大学院で実施されている場合も増えており、看護基礎教育の場も広がりを見せ

ている。なお、18歳人口の減少及び大学進学率の上昇等により、養成所での定員充足率は低下

する傾向にある。

教育内容にっいては、昭和23年(1948年)に制定された保健師助産師看護師法に基づく保健

師助産師看護師学校養成所指定規則(昭和26年文部省・厚生省令第1号。以下指定規則と

いう。)により規定されているが、少子高齢化、人口構造及ぴ疾病構造の変化、医学・医療の高
度化・専門化、療養の場の変化など看獲教育を取り巻く環境の変化と着護帥等に対する国民の

ニーズに対応して、これまでに数次にわたり各職種に関し、指定規則等の改正が行われている。

具体的には、平成8年(1996年)の指定規則改正では、在宅医療や精神保健等、国民の二ー

ズの拡大に対応するため、在宅看護論」及び「精神看護学jの新設や独自性のある教育の実施、

単位の互換を円滑に実施するために時間数の表示から単位数の表示への変更などの改正が行わ

れた。平成20年(2008年)には、安全・安心な嵯療の冉構築に向けた看護師等の資質向上を図

るため、より臨床に近い形で学習し、知識・技術を統合させることを目的に「統合分野」を新

設するなどの指定規則の改正が行われた。また、平成21年(2009年)には、保健帥助産師着護
師法が改正され、少子高齢化の進行に伴う医療の需要の増大等に対応した良質な看護等を国民
に提供する必要性に鑑み、看護師国家試験の受験資格を有する者として、大学の卒業者が位置

付けられるとともに、保健師及び助産師の教育の課程の修業年限が6月以上から1年以上に延

長された。

令和2年(2020年)の指定規則改正では、臨床判断能力の基盤を強化するため、「人体の構造
と機能」及び「疾病の成り立ちと回復の促進」について、単位数を増加するとともに、地域で
暮らす人々の理解とそこで行われる看護にっいての学びを強化するため、「在宅看護論」を「地
域・在宅看護論」とした上で、単位数を増加するなどの改正を行った。

また、養成数の増加、臨地実習の場の広がり等により、実習施設の確保が層必要となって

おり、各都道府県において地域の実情に応じた実習施設の確保に向けた取組が実施されている
ところである。
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仁)教員養成の現状

看護基礎教育における教育内容を向上させ、質の高い看護師等を養成していくためには、教

育環境の整備及び質の高い看護教員の確保が必要である。各職種の教育の課程ごとの専任教員

数や教務主任の配置は指定規則において規定されており、平成8年(1996年)の指定規則改正

では、保健師及び助産師学校養成所の専任教員については2人以上を3人以上、看獲帥学校養

成所3年課程は4人以上を8人以上とするなど、教員配置の充実が図られた。養成所教員の養

成につぃては、厚生労働省が認定した専任教員養成講習会や教務主任養成講習会を実施してい

るところである。また、大学教員の養成においては、看護系大学院の整備が進み、修士・1専士

取得者が増加し、大学教員の質担保につながっている。一方、看護系大学及び養成所の増加等

により、肴護教員は引き続き不足しており、肴護教員の硫保方策の検討が必要である。

また、看獲師等の養成においては、学生が看護実践能力を獲得していくために、臨地実習で

の経験が重要であるため、臨地実習において、効果的な指導を行う実習指導者を育成するため

に、実習指導者講習会を実施しているところである。

看護師等の養成の考え方

冊就学者の確保

20如年現状投影需要推計を行うと、着護節等の需姜数は、令和7年皮(2025年度)から令和

22年度(2040年度)に向けて増加していくものと推計されるところであり、必要な看護師等の

確保が図られるよう、就学者の確保対策を講じていく必要がある。

ニーズに応じた看護師等の新規養成を図るため、地域医療介護総合確保基金により、保健師

助産師看護師法第19条第2号に規定する保健師養成所、同法第20条第2号に規定する助産師養

成所、同法第21条第3号に規定する看護師養成所又は同法第22条第2号に規定する准看護師養

成所(以F 「看獲師等養成所」という。)の轄備や述営を支援することが重姜である。

意欲のある看護師等志望者の増加のためには、専門職としての看護師等の魅力を積極的に国

民に伝える必要があり、国、地ガ公共団体等による啓発活動も重要である。また、各教育機関

自らがそれぞれの特色に応じた方法で、看護師等に関心のある者を看護の世界にひきつけるこ

とに取り組み、あるいは看護師等自身又は職能団体等が効果的な啓発を行うことは重要である。

こうした膚発に当たっては、都道府県等における看護学牛に対する修学資金の貸与についても、

周知を進めていくことが重要である。また、看護師等志望者が抱える様々な事情に対応する観

点から、働きながら看護師等の資格を取得できる仕組みも引き絖き重要である。

あわせて、看護師等学校養成所の新規入学者の大半を占める18歳人口は減少するため、社会

人経験者の肴護師等学校養成所での就学を推進していくことが重要である。こうした観点から、

看護関係資格の取得を目指す社会人経験者の教育訓練の受講を支援するとともに、看護学以外

の領域での大学既卒者や、看渡師等以外の職業で就業経験を積んだ者等、様々な背景を持つ者

に対しても広く看護の専門性と役割の重要性を発信することが重要である。

また、生活やハラスメント等に関する学生からの相談に対するカウンセラーによる対応など、

学生等が必要な支援を受けられる体制の確保等の工夫を講じることが望ましい。加えて、看護

師等学校養成所内のハラスメント防止に必要な体制を整備することが望ましい。

保健師助産師看護師法の規定により、我が国で看護業務に従事するためには、日本の看護師

等免許の取得が必要である。その上で、同法の規定に基づき、外国において看護師等免許に相

当する免許を受ける等一定の条件を満たす者について、日本の看護師国家試験等を受験する資

格を認定する制度を設けている。必要な知識及び技能を有する外国人が看護師等国家試験を円

滑に受験できるよう、こうした看護師国家試験等受験資格の認定を適切に実施していくことが

重要である。
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寸

⇔資質の高い看渡師等の養成

ア教育内容の見直し

看護師等の教育にっいては、医学・医療の高度化・専門化や看護の理論、技術の進歩等に

応じて法令等の改正が行われているが、今後も、実施した改正事項の効果検証を行いつつ、

国民や社会の二ーズに即した看護師等養成に寄与できるよう、随時、必要な見直しを行って

いく必要がある。

また、療養の場が多様化し地域包括ケアが推進される巾で、病院以外にも在宅医療や介護

保険サービスなど様々な場面で看護の二ーズが拡大している。

このため、訪問看護ステーションや介護施設・事業所における看護師等の需要の増加に対

応するため、免許取得前からの多様な場における実習の充実を更に図っていくことが重要で

ある。

イ着護教員等養成の在り方

看護師等学校養成所の教員儒要に対応していくとともに、看護教育の内容の充実を図り、

養成される看護師等の資質を高めていくためには、理論やエビデンスと実践を結びつけて指

導ができる資質の高い着護教員の確保を図ることが重姜である。このため、都道府県及び関

係団体等による専任教員養成講習会を開催し、質の高い看獲教員の確保に努めているところ

であるが、さらに、看護教員に必姜な資質・能力の維持・向上に資する効率的・効果的な継

続教育を推進するほか、教育・研究力の高い看獲教員の育成を強化する方策の検討が重要で

ある。

また、看護師等学校養成所で行われている着護教育の内容と臨床現場の看護実践とが効果

的に結ぴっき、質の高い看護教育の実施にっながるよう、看護教員及び病院等の看護管理者

等の相互の理解の下、看護師等学校養成所及び臨床現場の関係者の相互の交流や連携を深め

るための仕組みを構築することも必要である。

看護教育においては、実習施設における指導が重要であり、実習施設の確保並びに指導に

当たる実習指導者の確保及ぴその質の向上を図る必要がある。このため、国においては、看

護学生の実習に対する国民の理解を得るための広報を継続して実施することが重要である。

加えて、実習の実質的効果が高まるよう、実習指導者に対する講習内容の検討及び指導技術

の在り力等の検討に努めるとともに、都道府県においては、実習指導者講習会の効果的な実

施に努めることが必要である。

今後、18歳人口の減少等に伴って、看護学生の減少が予想されることから、看護師等を安

定的に養成するための取組や、地域において資質の高い看護教員や実習施設を安定的に確保

するための取組について、地域の看護師等学校養成所の問で議論を行っていくことが望まれ

る。

ウ看渡系大学・大学院の充実

近年の医学・医療の進歩・発展に伴う高度化・専門分化等に十分対応し得る看護の専門的

知識・技術と、豊かな人問性や的確な判断力を併せて有する資質の高い看護師等を大学にお

いて養成するという社会的な要請に応えるため、看護系大学・大学院の整備が図られ、看護

師等の養成の柱のーつを担うものとして認知されている。

また、看護の提供の場の拡大への対応や、看護教育の充実に向けた人材の確保が必要であ

り、その基盤となる看護系大学(学部、学科を含む。以下同じ。)の整備が進んできており、

現状においても増加している。
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今後も、更なる高度化・多様化が見込まれる医療に対する国民の二ーズに兄又ラい良質な看

護等を国民に提供するため、看護系大学の允実の推進とともに、新たな看護教育の手法の研

究、看護技術の開発、看護実践の評価など、看護の質の向上に係るエビデンスの蓄積を担う

研究者や教育者の養成を図ることも必要であり、看護系大学院における教育の質的な充実に

努めることが必要である。

あわせて、保健師及ぴ助産師の資質の向上を推進する観点から、保健師及び助産師に係る

大学院をはじめとする様々な教育の課程における質的な充実に努めることが必要である。

第=病院等に勤務する看護師等の処遇の改善に関する事項

夜勤等の業務負扣の軽減及び業務の効率化

看獲師等を確保し、その就業継続を推進していくためには、労働時間の短縮や業務負扣の軽減

を図っていくことが必要である。

特に、夜勤は、看護師等が勤務する上で大きな負担となっており、看護師等の継続勤務を促進

する上では、その負担の軽減が必要である。このため、看護師等の夜勤負担を軽減し、働きゃす

い職場づくりを進める上で、入院患者の状況等に応じて、 3交代制の場合は、複数を主として月

8回以内の夜勤体制の構築に向けて、引き続き積極的に努力する必要があるとともに、看護体制

が多様化する中で、その他の看護体制においても、看護師等の負担に配慮した夜勤体制の構築に

向けて積極的に努力することが必要である。また、病院等は、夜勤の実施に当たっては、労働基

準法(昭和22年法律第49号)の規定に則り、実労働時問が6時間を超え8時間までは45分以上、

8時問を超える場合は1時問以上の休憩を勤務の途中で設けるとともに、夜勤時間の長さや看護

師等の健康状態に応じて仮眠時間を設定するよう努力することが重要である。また、病院等は、

夜勤中の仮眠に当たって、労働安全衛牛規則(昭和47年労働省令第32号)の規定に則り、適当な

仮眠の場所を設けることが必要である。

このほか、年次有給休暇についても、勤務割を長期的に組むこと等により、計画的な休暇の取

得を可能とするよう取り組む必要がある。

また、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律(平成30年法律第71号)によっ

て労働時問等の設定の改善に関する特別措置法(平成4午法律第90号)が改正され、平成31年

(20]9年) 4月から、事業主に対して、勤務間インターパル(前日の終業時刻と翌日の始業時刻

の間に一定時間の休息を確保することをいう。以下同じ。)の確保が努力義務化された。看護師等

の夜勤負担の軽減を推進する観点から、国及び都道府県においては、病院等に対して、同法に則

り、看護師等に係る勤務間インターバルの確保を図るよう推奨することが重要であるとともに、

病院等においては、看護師等に係る勤務間インターバルの確保を図るよう努力していくことが必

要である。

あわせて、業務負扣の軽減に当たっては、業務自体の効率化を推進していくことも重要である。

こうした観点から、カルテの電子化など、病院等における ICT化を積極的に進めることや、 1

CTの積極的な活用等を通じて、訪問看護ステーションにおける情帳共有や24時問対応の効率化

を推進することによって、看護師等の業務の効率化を図っていくことが重要である。また、病院

等における業務効率化の先進事例の収集・横展開を推進することも重要である。

看護師等の夜勤負担の軽減を図るため、地域医療介護総合確保基金により、仮眠室・休憩スペー

スの整備等の夜勤負担の軽減につながる施設整備等に対する支援を行うとともに、診療報酬にお

いても、看護師及び准看護師の夜問配置に係る加算等において、看護師等の夜問の勤務負担軽減

に資する取組を行っている場合を評価するなど、対応を講じている。病院等においては、これら

を活用しつつ、看護師等の夜勤負担の軽減を図っていくことが重要である。
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給与水準等

給与水準については、個々の病院等の経営状況、福利厚生対策等を踏まえて、労使において決
定されるものであり、病院等の労使にあっては、人材確保の観点に立ち、肴獲師等をはじめとす
る従業者の給与について、その業務内容、勤務状況等を老慮した給与水準となるよう努めるべき

である。

「コロナ克服・新時代開拓のための絲済対策」(令和3年Ⅱ月19日閣議決定)、「公的価格評価検
討委員会中問整理」(令和3年12月21日とりまとめ。以下「中問整理」という。)等に基づき、地域
で新型コロナウィルス感染症に係る医療など一定の役割を担う医療機関(病院又は診療所をいう。
以下同じ。)に勤務する看鍍師等を対象に、令和4年(2022年)2月から同年9月までについては、
補助金により、収入を]%程度絹額平均4,000円相当)引き上げるための措置を実施し、同年
10月以降にっいては、診療報酬において、収入を3%程座(月額平均12,000円相当)引き上げる
ための処遇改善の措置を講じた。対象となる医療機関においては、こうした措置を積極的に活用
して、看護師等の処遇改善を推進するよう努めることが必要である。

また、中問整理においては、看護師のキャリアアップに伴う処遇改善について、「管理的立場に
ある看護師の賃金が相対的に低いこと、民問の医療機関であっても国家公務員の医療職の俸給表
を参考としている場合が多いことも指摘されており、今回の措置の結果も踏まえつつ、すべての
職場における看護師のキャリアアップに伴う処遇改善のあり力について検討すぺきである」とさ

れた。こうした中問整理の内容を踏まえつつ、国の機関の実態に応じて、国家公務員である看護
師がキャリアアップに伴って昇格できる環境整備を図るため、医療職俸給裂")級別標準職務表が
改正され、令和5年(2023年) 4月から施行された。あわせて、中間整理等を踏まえて、当該級
別標準職務表の改正内容を踏まえっつ、医療機関等において看護師のキャリアアツプに伴う処遇
改善の推進に係る検討が行われるよう、厚生労働省から医療関係団体等に対して、当該級別標準
職務表の改正内容の周知等を行うよう姜請を行った。医療機関等においては、当該級別標準職務

表の改正内容を踏まえつつ、各医療機関等の実情に応じて、看護師のキャリアアツプに伴う処遇
改善の推進を検討していくことが望まれる。

看護業務の効率化・生産性向上

看護師等が生きがいを持ち、より専門性を発揮できる働き方の推進や生産性の向上、看護サー
ビスの質の向上を図るため、看護業務の効率化に向けた取組を推進する必要がある。看護師等の
業務の見直しに当たっては、病院等は、患者の二ーズ、病院等の立地や規模、運営の効率化等を
踏まえ、働く者が働きゃすく、より適切な看護サービスが提供できるよう、多様な勤務体制の採

用、医師、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床τ学技士、理学療法士、作業療法十、

言語聴覚士、視能訓練士、嚢肢装具士、救急救命士等他の医療関係職種や着護補助者、医師事務
作業補助者(医師の指示で事務作業の補助を行う事務に従事する者をいう。)等の事務職員との業
務分担の見直し、申送りの改善等の看護業務自体の見迫し、情報共有力法の見直し、 A I・1C

丁等の技術の活用等を通じて、それぞれの病院等の状況に応じた最適の就楽環境となるようにす

ることが重要である。その際、看護業務を実施する上で特に密接に関連する医師等の関係者と看
護部門とが協同してチーム医療に当たることができるよう、より適切な業務連携のルール作り等

を進めることが重要である。

看瞳業務の見直しを行う場合には、患者に提供されるケアの質が確保されるとともに、業務分
担を見直す場合には他職蒜の理解を得ることが求められるので、看護部門だけでの検討ではなく
病院等全体としての取組が必要である。

これらを踏まえ、国においても病院等の創意と工夫を生かした業務改善が進められるよう、看
護業務の効率化に関する先駆的な取組を収集し、その巾から汎用性が高く効果のある取組を選定
し、広く周知する等各種の施策を通じて支援する必要があるとともに、看護サービスの質的な水
準に着目した適切な評価に配慮すべきである。
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四勤務環境の改善

看護師等の離職理由は、30歳代及び如歳代では結婚、妊娠・出産及び子育てが多い、50歳代で

は親放の健康・介護が多い、20歳代では他の年代と比較して自分の健康(主に精神的理由)が多

いといった特徴がある。このため、看護師等の定着を促進していくためには、ライフステージに

対応した働き方を可能にする相談体制や環境の整備を進めていくことが重要である。

看護師等の仕事と育児の両立支援を図るため、病院等においては、事業所内保育事業、小規模

保台事業等として市区町村の認可を受けた院内保台所への運営費の支援や、地域医療介護総合確

保基金による院内保育所の整備・運営に対する財政支援を活用して、院内保台所を運営するなど、

仕事と含児の両立支援に向けた環境整備を推進していくことが重要である。

仕事と育児・介護の両立の観点からは、看渡師等の育児や介護の事情に応じた柔軟な働き方が

重要であることから、病院等においては、仕事と育児・介護との両立支援に関する助成金や嵯療

勤務環境改善支援センター等を活用しつつ、育児休業、介護休業等育児又は家族介鍍を行う労働

者の福祉に関する法律(平成3年法律第76号。以下「育児・介護休業法1 という。)に基づき、本

人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対する育児休業制度等の個別周知及び育児休業

の取得意向確認や、育児休業を取得しゃすい雇用環境整備(雇用する労働者に対する育児休業に

係る研修の実施等)の措置を適切に実施するとともに、育児休業、介獲休業、十の看護休暇、介

護休暇、深夜業の制限、所定外労働の制限(残業免除)、時問外労働の制限(残業制限)、所定労

働時間の短縮億時間勤務)等の措置を適切に講ずるとともに、労働基準法に基づく母性保獲や

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律(昭和47年法徹H3号。以

下「男女雇用機会均等法という。)に基づく母性健康管理措置を適切に実施していくことが重姜

である。さらに、病院等においては国の援助を活用し、休職後の円滑な復帰が図られるよう研修

等の実施に努めることが重要である。

また、医療勤務環境改善支援センターにおいて、肴護師等の勤務環境改善のための体制整備を

行う隱療機関等に対して総合的・専門的な支援を行うとともに、地域庚療介護総合確保基金にお

いて、医療機関等における短時問正規雇用の導入等に対する支援を行っていることから、医療機

関等においては、こうした支援の活用も図りつつ、看護師等の勤務環境改善のための体制整備を

進めるよう努めることが必要である。

あわせて、看護師等の就業継続に当たっては、メンタルヘルス対策を含めた病院等における労

働安全衛生対策の着実な実施が重要になる。労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)に基づき、

ストレスチェック制度の実施が義務化されている常時50人以上の労働者を使用する事業場に該当

する病院等においては、適切にストレスチェックを実施し、個々の看護師等にストレスへの気付

きを促すとともに、ストレスチェックの結果を集団分析して、職場環境の改善につなげることが

重要である。ストレスチェック制度の実施が努力義務とされている当該規模に該当しない病院等

においても、積極的にストレスチェック制度を実施していくことが望ましい。

なお、今後、現役世代(担い手)が急減する中で、看護師等の確保と資質向ヒを図っていくこ

とが重要になることから、学び直しを行うケースや、病院で働く看護師等が訪問看護等に従事す

るケース、専門性の高い看護師等が所属する病院等以外で支援的に業務に関わるケースなど、看

護師等の柔軟な働き方に対応できる環境整備や看護師等の生涯設計につながるような配慮が行わ

れることが望ましい。

その他、魅力ある職場づくりのため、人問ドックの経費補助等健康管理制度の整備や、中小企

業退職金共済制度の利用等を含め退職金制度の充実に努めることが必要である。

(
叩
Φ
N
N
鮫
式
叩
)

三

皿
理
K
 
田
四
N
 
収
0
一
出
山
足
中
山



(D

五職場における雇用管理体制の整備及びハラスメント対策

雇用管理の改善等により着護師等の処遇の改善を図るためには、病院等の内部における雇用管

理につぃての責任体制を明確化する必要がある。また、病院等の開設者等雇用管理の責任者は、

看護師等の雇用管理についての十分な知識・経験が必要である。

その際、これら責任者に対して労働関係法令等の周知・徹底を図るとともに、病院等のみでは

十分な改善を行えない場合には、公共職業安定所の雇用管理に関する相談・援助サービスの活用

を図ることが望ましい。

また、看護師等が働き続けやすい環境を整備する観点から、病院等において、職場におけるハ

ラスメント対策を適切に実施していくことが必要である。このため、労働施策の総合的な推進並

びに労働者の雇用の安定及び職業牛活の充実等に関する法律(昭和41年法律第132号)、男女雇用

機会均等法、育児・介護休業法等に基づき、病院等において、職場におけるハラスメントに係る

相談を受け付け、適切な対応を行うために必要な体制の整備等を着実に実施することが重要であ

る。

例えば、安心して相談できるよう、看護師等以外の者によるパワーハラスメントの相談窓口を

設けることや、多くの看護師等が経験するライフイベントと関迎付けて、妊娠・出産・育児休業

等に関するハラスメントの防止の重要性を周知・啓発するための研修を実施することなど、病院

等において実効性あるハラスメント対策を実施することが望まれる。

また、国・都道府県において、看護師等に対する患者・家族による暴力・ハラスメントに関し

て病院等が適切な対策を講じることを支援するための取組を推進するよう努めることが重要であ

る。なお、こうした取組の推進に当たっては、訪問看護については、看護師等が1人で利用者の

居宅を訪問することが多く、利用者等からの密室による暴力・ハラスメントの危険件が高いこと

を踏まえ、訪問看護を想定した暴力・ハラスメントに対する安全対策の取組を推進することも重

要である。

六チーム医療の推進、タスク・シフト/シェア

チーム医療とは、「医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、目

的と情報を共有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した

医療を提供すること」とされている。

患者へのきめ細やかなケアや医療従事者の負担軽減を進めるため、今後、更にチーム医療の考

え方を進めていく必要がある。

チーム医療の推進のためには、看護師等が、他の医療従事者と連携を図り、安全性の確保にト

分配慮しつつ、白らの能力を十分に発揮できるようにすることが必要であり、病院等の管理者は、

こうした勤務環境の整備に努めることが求められる。

チーム医療を推進する際には、着護の専門性を一屑発揮するため、医療従事者の合意形成の下、

業務の移管や共同化(タスク・シフト/シェア)を進めていくことも重要である。例えば、特定

行為研修(保健師助産師看護師法第37条の2第2項第4号に規定する特定行為研修をいう。以下

同じ。)は、看護師の資質向上に資するとともに、医師とのタスク・シフト/シエアとして医師の

労働時問短縮への効果も期待される。

また、看護師等がより専門性を発揮できるようにするためには、看護師等から看護補助者への

タスク・シフト/シェアを進めるなど、協働を推進していくことが重要である。このため、看護

補助者への研修を進めて、技能の向上を図るとともに、看護管理者や看護師等が看護補助者との

協働を円滑に実施するための知識や方法について理解を深め、活用の仕組みや体制を構築する能

力を身につけることが望まれる。
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第四研修等による看護師等の資質の向上に関する事項

生涯にわたる研修等による資質の向上

医学・医療の高度化・専門化が進む巾で、看護業務に直接必要な専門的知識や技術とともに、

ICTの進歩等への対応、地域包括ケアにおける関係者との調整機能に係る知識等、業務を長期

間にわたって継続していくためには、多方面にわたる基本的な知識について学習を行う必要があ

る。また、自らの専門性をより高めていくことも重要である。

着護師等が専門職業人として成長するためには、看護師等がたゆまぬ努力を重ねる必要がある

ことは当然であるが、国、都道府県、職能団体、病院等の関係者が恊ノJして、その専門性が適切
さん

に評価されつつ、生涯にわたって継続的に自己研鎖を積むことができるような研修システムの構

築や有給研修制度の積極的導入など、環境の整備に努める必要がある。

特に看護師等はライフイベントによるキャリア巾断が多いことから、人生100年時代において

は、新人世代から高齢世代までを通じたキャリアの継続支援が重要である。
このため、国は知識・技術・経験を有する看護師等と現場を的確にマッチングするための標準

的なボートフォリオを示し、キャリアの可視化と活用を進めることが重要である。なお、仕事の

中断に関わるライフイベントがあるという前提でキャリアの可視化を図るとともに、キャリア中

断からの復帰を含むキャリアアップの道筋を示す工犬を行うことが重要である。

また、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律(令和3年法律第37号。

以下「デジタル社会整備法」という。)による法等の改正に基づいて令和6年度から運用開始予定

の「デジタル改革関連法を踏まえた看護職の人材活用システム」を活用しながら、研修受講履歴

の可視化を進めることにより、個々の看護師等が領域・組織横断的なキャリア形成を行っていく

ことを推進することが重要である。

病院等においては、看護師等のキャリア形成支援に取り組むとともに、キャリア形成に資する

研修等の機会の提供に努めるべきである。看護師等の資質恂上のためには、病院等におけるOJ

T (オン・ザ・ジョブ・トレーニング)だけでなく、院外での0丘一J T (オフ・ザ・ジョブ・

トレーニング)も重要であることから、病院等においては、様々な研修方法を組み合わせ、効果

的な研修の実施に努めることが必要である。

看護における専門領域の確立のためには臨床の現場における知見を看護師等が自ら集積すると

ともに、看護系大学等が教育・研修において積極的な役割を果たすことが望まれる。

新人看護職員研修の推進^

新人看護師等が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修を実施することにより、看護の質

の向上及び早期際職防止を図るため、保健師助産師看護師法及び法の改正により、平成22年

(2010年) 4月から、新人看護職員研修(新たに業務に従事する看護師等の臨床研修等をいう。

以ド1司じ。)の実施・受講が病院等及ぴ看獲師等の努力義務とされた。

基本的な臨床実践能力を獲得するための研修として新人看護職員研修を実施できる体制の整備

を進めるため、「新人肴護職員等研修ガイドライン」を定めるとともに、都道府県による新人看護

師等を対象とした集合研修の実施について、地域医療介護総合確保基金を活用できることとして

いる。

令和4年(2022年)現在、新人看護師等がいる病院における新人看護職員研修の実施割合は

97.2%となっており、多くの病院で新人看護職員研修が実施されている。

今後の新人看護師等の育成に当たっては、新興感染症等の発生も見据えた持続可能な研修体制

の楴築、実践能力獲得に向けた効果的な研修の企画・運営、指導者の指道力向上及び負担の軽減、

看護基礎教育との連携による学ぴの禎み重ねや補完、 1CTに関する環境整備、研修体制を整備

する看護管理者の管理能力の充実などが必要である。こうした観点に立って、国において、基礎

教育や継続教育の状況も踏まえて、「新人看護職員等研修ガイドライン」の改定について検討しつ

つ、すべての新人看護師等が基本的な臨床実践能力を獲得し、生涯にわたる資質の向上の基礎を

修得することができる体制の整備を行っていくことが重要である。
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新規就業以降の看護師等の資質の向上^

法第6条においては、看護肺等の責務として、国民の保健医療サービスの需要に対応し、研修

を受ける等自ら進んでその能力の開発及び向上を図ることとされている。新人看護職員研修以降

の研修については、佃々の看護師等が置かれた状況の複雑化や対象者の多様化により、例えば、
特定行為研修の受講、専門肴護帥・認定署護師等の資格取得や霜護教員に係る講習会の受講など、

看護師等の就業場所、専門領域、役職等に応じた知識・技術・能力の向上が求められる。個々の

看護師等の置かれている状況が多様であることを踏まえ、地域医療介護総合確保基金の活用等も

図りっつ、実施機関、実施方法等について種々の工夫を行った研修を実施していくことが必要で

ある。

四看護管理者の資質の向上

看護業務を魅力ある働きがいのある業務としていくとともに、ジェネラリストである看護師等
や専門性の高い看護師等の育成を推進するためには、看瞳師等の指導を行う看護管理者の役割が

重要である。また、看護管理者には、自らの病院等のみならず、地域の様々な病院等やその他の
施設・事業所、看護師等学校養成所等と緊密に連携していく能力が求められる。このように、着

護管理者について、組織の管理運営の改善や地域との連携に係る能力の向上に努めることが必要

である。

こうした良きりーダーシップを発揮でき、地域と緊密に連携できる看護管理者を養成していく

ため、病院等とともに、看護師等自ら、あるいは職能団体の積極的な取組が望まれる。

あわせて、病院等において、本指針の内容を理解し、具体的な運用に向けた取組を推進できる

看護管理者を配置するとともに、職能団体等においても、こうした病院等の取組を支援すること

が望ましい。

五特定行為研修の推進

特定行為研修は、在宅医療等の推進を図るため、医師又は歯科医師の判断を待たずに手順書に
より一定の診療の補助を行う看護師を養成・確保するため、その行為を特定し、予順書により実

施する場合の研修制度として、保健師助産師看護師法に基づき、平成27年(2015年)10月に創設
された。

特定行為研修は、在宅医療の推進のほか、新興感染症等の感染症拡大時に迅速かつ的確に対応

できる着護帥の養成・確保や、医師の働き方改革に伴うタスク・シフト/シェアの推進に資する

とともに、看護師の知纛・技能を高めることで、自己研搬を構築する基盤を構築し、看護師の資

質向ヒを推進するものである六め、特定行為研修修了者の養成を積極的に進めていくことが重要

である。

このため、国においては、特定行為研修の指定研修機関の設置準備や運営を支援するとともに、

病院等に勤務する看設師等が特定行為研修を円滑に受講できるよう、地域嵯療介護総合確保墓金

の活用等を通じた特定行為研修の受講支援等を行うことが重要である。また、特定行為研修が看

獲帥の資質向上やタスク・シフト/シェアに資することを、病院等に対して積梅的に周知してい

く必要がある。

各地域において特定行為研修修了者の養成・確保が進むよう、都道府県は、氏療計画において、

特定行為研修修了者その他の専門性の高い看護師の就築者数の目標を設定し、目標達成に恂けた

具体的な取組を推進することが重要である。なお、取組の実効性を高める観点から、当該目標数

の設定に当たっては、可能な限り二次医療圏ごとや分野・領域別の設定を検討することが重要で

ある。

病院等においては、多くの看護師が特定行為研修を受講しゃすい仕組みの構築を図るとともに、

特定行為研修を通じて得られた知識・技能を病院等の実際の業務の中で積極的に活用していく環

境整備に努めることが必要である。加えて、特定行為研修を実施する指定研修機関は、訪問看護

ステーション等の在宅医療領域の看護師に対する受講機会の積極的な提供に努めることが望まれ

る。
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第五看護師等の就業の促進に関する事項

新規養成、復職支援及ぴ定着促進を三本柱にした取組の推進

今後、現役世代(担い手)が急減する巾で、増大する看護二ーズに対応していくためには、看

護師等の確保に向けて、新規養成、復職支援及び定着促進を三本柱とした取組を推進していくこ

とが重要である。こうした観点から、潜在看護師等(就業していない看護師等をいう。以下同じ。)

に対する復職支援の充実を図るとともに、就業している看護師等のスキルアップを推進していく

ことが必要である。

また、第一の二のとおり、看護師等の需給の状況は、地域別・領域別に差異がある状況となっ

ており、地域・領域ごとの課題に応じた看護師等の確保対策を講じていくことが重要になってい

る。

法に基づき、看護師等の就業の促進等に係る業務を実施するため、各都道府県に都道府県ナー

スセンターを設置するとともに、都道府県ナースセンターの指導等の援助等を行う中央ナースセ

ンターを設置している。看護師等の就業の促進を図るため、二から六までのとおり、都道府県ナー

スセンターにおける看惑師等の就業促進に向けた取組を強化していくことが重要である。また、

都道府県ナースセンターにおける取組を支援する観点から、中央ナースセンターにおいて、都道

府県ナースセンターの就業促進に向けた取組の好事例を幅広く収集し、横展開を図っていくこと

が必要であるとともに、肴護師等に対する都道府県ナースセンターや都道府県ナースセンターの

取組の周知を推進することが重姜である。

あわせて、肴獲師等の就業の促進に当たっては、肴護師等の就業状況を正硴に把握することが

重要であるため、利便性の向上等を通じて、保健師助産師看護師法に基づき2年ごとに実施され

る業務従事者届の届出を促進することが重要である。このため、令和4年座(2022年座)の届出

から導入された医療機関等での取りまとめに基づくオンライン届出の周知を推進するとともに、

デジタル社会整備法に基づく看護師等の資格に係るマイナンバー制度の活用に基づき、マイナ

ポータルを通じた業務従事者届のオンライン届出を行えるようにすることが重要である。

職業紹介事業、就業に関する相康等の充実^

潜在看護師等の復職支援等の強化を図るため、都道府県ナースセンターにおける職業紹介及び

就業に関する相談対応等の充実を図ることが重要てある。

具体的には、デジタル社会整備法による法等の改正に基づき、令和6年度(2024年皮)から、fデ

ジタル改革関連法を踏まえた看護職の人材活用システム」の運用を開始する予定であり、看護師

等本人の同意を得たしで、看護職キャリア情報(看護師籍等に記載され.た情報、業務従事者届に

記載された情報及び経歴等に係る情報を突合した看護師等に係る多様なキャリア情報をいう。以

下同じ。)を都道府県ナースセンターに提供することにより、都道府県ナースセンターにおいて、

個々の看護師等の特性に応じた職業紹介、就業に関する相談、復職に資する研修情報の提供等を

実施していくことが必要である。

また、都道府県ナースセンターにおいては、法に基づく看護師等の籬職届出や、病院等、看護

師等学校養成所等の関係者との協力に基づく潜在看護師等の動向の調査などを通じて、潜在肴護

師等の把握を進めて、潜在看護師等の復職支援に活用していくことが重要である。

あわせて、潜在看護師等の円滑な職場復帰のため、都道府県ナースセンターにおいて、復職に

当たって必要となる知識・技能に関する研修を実施するとともに、紹介先の病院等において円滑

な受入れができるよう、必要に応じて、病院等に対してOJTの実施等の助言・援助を行うこと

が重要である。
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潜在看護師等に係る職業紹介にっいては、都道府県ナースセンターのほか、公共職業安定所に

おいても積極的な取組を行うことが必要である。公共職業安定所においては、公共職業安定所の

スペースを活用した都道府県ナースセンターによる巡回相談の実施など、都道府県ナースセン

ターとの緊密な連携等を通じて、マッチングの強化を図ることが重要である。また、有料職業紹

介事業者にっいては、看護師等や病院等が適正に事業者を選択できるよう、法令の遵守や手数料

の公表などの一定基準を満たした事業者の認定を推進することや職業紹介事業の実績等に関する

情報(6か月以内の蹴職状況や手数料率等)の開示を行うことが重要である。

就業する看護師等の増大を図っていくためには、職業紹介等の充実とともに、病院等において、

看護師等の就業継続を推進していくことも重要である。このため、病院等においては、第二の

及び四のとおり、肩獲師等の業務負担の軽減や勤務環境の改善に向けた取組の推進に向けて努力

していくことが望まれる。

スキルアップ支援の充実

看護師等の就業継続を促進するため、令和6年度(2024年度)から運用開始予定の「デジタル

改革関連法を踏まえた看護職の人材活用システム」により、マイナポータルを通じた看護師等白

身の看護職キャリア情報への簡便なアクセス及び利用を可能にすることで、看護師等のスキル

アップの推進を図ることが重要である。

また、同人材活用システムを通じて、看護職キャリア情報に基づき、都道府県ナースセンター

が、就業している看護師等のそれぞれの特性等に応じて、研修清報等のスキルアップに資する情

報提供を行うことにより、看護師等に対するスキルアップ支援の充実を図ることが重要である。

四地域の課題に応じた看護師等の確保

第一の二のとおり、着護帥等の需給の状況は、都道府県・二次医療圏ビとに差異があることか

ら、関係者の連携の下、看護師等確保に係る地域の課題を把握した上で、実効性ある看護師等確

保の取組を講じていくことが必要である。

このため、都道府県は、都道府県ナースセンター等の関係者と連携しながら、都道府県・二次

医療圏ごとの課題を把握し、医療計画等に基づき、新規養成・復職支援・定着促進を三本柱とし

た取組を推進することが重要である。

こうした取組の推進に当たって、都道府県ナースセンターは、専門的知見等を活かして、地域

の関係者との連携に基づく都道府県・二次医療圏ごとの課題の抽出に貢献するとともに、抽出さ

れた当該課題の解決に向けて、無料職業紹介などの業務を実施していくことが重要である。

また、地域の課題に応じた看護師等確保対策の実施に当たっては、一次医療圈を越えた対策等

が必要になることから、都道府県、都道府県の職能団体、病院等の地域の関係者が連携して取組

を進めていくことが望まれる。

五領域の課題に応じた着穫師等の硫保

第一の二のとおり、領域別の今後の看護師等の需給の状況を勘案すると、訪問看護については、

看護師等の確保の必要性が高い一方で、看護師等の確保が難しい状況となっており、訪問看護に

おける看護師等の確保を推進していくことが重要になっている。

このため、都道府県においては、医療計画において、地域の実情を踏まえて、地域医療介護総

合確保基金の活用や都道府県ナースセンターにおける取組の充実など、訪問看護に従事する看護

師等を確保するための方策を定め、当該方策の着実な実施を図ることが重要である。

都道府県ナースセンターや都道府県の職能団体において、地域の関係団体と連携して、訪問看

護での就業に資する実践的な研修を積極的に実施するとともに、都道府県ナースセンターは、個々

の看護師等の意向やこれまでのキャリア等を踏まえつっ、訪問看護に係る職業紹介を推進するこ
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とが重要である。また、人材確保に当たっては、事業所における雇用管理及び勤務環境整備の適

切な実施や、経営の安定化等も重要であるため、都道府県ナースセンターや都道府県の職能団体

においては、地域の関係団体と連携して、訪問看護ステーション、看護小規模多機能型居宅介護

事業所等の管理者に対する研修や相談を実施していくことが重要である。

また、訪問看護ステーションについては、経営規模の拡大によって、経営の安定化及び提供す

る訪問看護サービスの質の向上が図られ、安定的・効率的な人材確保に資するものと期待される。

訪問看護ステーションにおいては、地域の実情等を踏まえつつ、地方公共団体や事業所問の連

携や事業者規模の拡大について、検討を進めていくことが望まれる。

あわせて、出産後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育

てができる支援体制を確保するため、母十保健法(昭和40年法律第141号)において産後ケア事

業が位置付けられたことを踏まえて、産後ケア事業の実施に当たって必要となる助産師等の確保

を図ることが重要である。

生涯にわたる看護師等の就業推進ノ、

今後、現役世代(担い手)が急減していく一方、総務省統計局「国勢調査」(令和2年)及び国

立社会保障・人口問題研究所田本の将来推計人口(令和5年推計)出生中位(死亡中位)推計」

によれば、 65歳以上人口は、令和2年(2020年)の3,603万人から令和22年(2040年)の3,928万

人へと増加するものと推計され、総人nに占める65歳以上人Πの割合も、令和2年(2020年)の

28.6%から令和22年(2040年)の34.8%へと増加するものと推計されている。看護師等の就業者

の年齢階級別構成割合の推移を見ると、高齢期の看護師等の就業が進んでいるところであるが、

今後、現役世代(担い手)が急減する中で、看護サービスの需要の増大に対応していくためには、

高年齢者である看護師等(55歳以上である着護帥等をいう。以F同じ。)の就業を推進することが

必要である。

このため、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律(昭和46年法律第68号)の規定に基づき、

病院等は65歳までの高年齢者雇用確保措置(65歳までの定年引上げ、定年制の廃止又は鉐歳まで

の継続雇用制度の導入のいずれかの措置をいう。)を着実に講じるとともに、70歳までの高年齢者

就業確保措置(70歳までの定年引上げ、定年制の廃止、70歳までの継続雇用制度の導入等のいず

れかの措置をいう。)の実施に努力することが必要である。また、都道府県ナースセンターは、高

年齢者である看護師等及び求人施設向けの研修や、高年齢者である看護師等向けの求人開拓及び

就業に関する情報提供等の取組を推進することが重要である。あわせて、国において、高年齢者

である看護師等の就業の実態等を把握するとともに、高年齡者である看護師等の就業に関する好

事例を収集し、周知を図ることが重要である。

今後の人生100年時代において、看護師等は生涯にわたり研績を積み、様々な環境で職能を高

め続ける専門職業人であるとの基本的な認識に立ち、持てる能力を遺憾なく発揮できるようにす

ることが重要である。

第六新興感染症や災害等への対応に係る看護師等の確保

専門性の高い看護師の養成・確保

令和2年(2020年)に発生した新型ロロナウイルス感染症の重症患者の診療に当たっては、 E

CMO (Extra corporealMembraneoxygenauon (体外式膜型人工肺))や人工呼吸器の管理な
どを行う、専門性の高い看護師が必要となるが、同等の重症患者の管理と比べて、こうした専門

性の高い看護師を多数確保することが必要となる傾向にあった。急性期医療等の分野の専門性の

高い看護師は、近年増加傾向にあるが、新型ロロナウイルス感染症患者への対応に当たっては、

その二ーズに比して不足している状況であった。
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このため、新興感染症等の発生時において、病院等が新興感染症等に的確に対応できる看護師

を円滑に確保できるよう、平時から、専門性の高い看護師を養成・確保することが重要であるこ

とから、第四に基づき、特定行為研修修了者、専門看護師、認定看護師その他の専門性の高い着

護師の養成・確保を推進することが重要である。

新興感染症や災害に的確に対応できる看護師等の応援派遣

新興感染症が一部の医療機関で集中的に拡大し、看護師等の確保が困難になった場合は、他の

医療機関からの新興感染症に的確に対応できる看護師等の応援派遣が必要になる。また、新興感

染症が一部の地域で集中的に拡大した場合や、大規模な災害が発生した場合において、看護師等

の確保が困難になったときは、他の都道府県の医療機関からの新興感染症や災害に的確に対応で

きる看護師等の応援派遣が必要になる。

一方、感染症の予防及び感染症の患者に対する嵯療に関する法律等の一部を改正する法律(令

和4年法律第96号。以下「感染症法等改正法」という。)による改圧後の医療法(以下「新医療法」

という。)の規定により、国において、新興感染症拡大地域や被災地域に応援派遣され、新興感染

症及び災害への支援に対応できる医療従事者の養成を図り、りスト化を進めるとともに、都道府

県と医療機関の間で、新興感染症や災害の発生時に、医療従事者の応援派遣に対応する旨の協定

を事前に締結する仕組みが整備された。また、感染症法等改正法による改正後の感染症法(以下

「新感染症法」という。)においては、新興感染症が一部の都道府県で集中的に拡大した場合等に

おいて、国において、他の都道府県の医療機関からの応援派遣を調整する全国レベルでの医療従

事者の応援派遣調整を行う仕組みも法定化された。

新興感染症や災害が発生した場合において、新興感染症や災害に的確に対応できる肴護師等の

応援派遣を迅速に実施できるよう、新医療法及び新感染症法に基づき、新興感染症及ぴ災害への

支援に的確に対応できる看護師等(以下「災害支援ナース」という。)の養成及び応援派遣を行う

仕組みを檎築することが必要である。

こうした仕組みに基づき、国においては、災害支援ナースの養成及びりスト化を進めるととも

に、新興感染症が一部の都道府県で集中的に拡大した場合や大規模な災害が発生した場合におけ

る全国レペルでの宥護師等の応援派遣調整を行う体制を整備することが重要である。また、都道

府県においては、医療機関等との連携の下、災害支援ナースの養成に係る研修の受講を推進する

とともに、災害支援ナースの応援派遣に係る医療機関等との間の協定の締結を着実に進めていく

ことが重姜である。

都道府県ナースセンター等における潜在看護師等の就業支援等

新型コロナウィルス感染症の発生に際しては、都道府県ナースセンターによる職業紹介や就業

前の事前研修の実施を通じて、ワクチン接種業務や宿泊療養施設での業務等を中心に、潜在看護

師等の新型コロナウィルス感染症関連業務への対応が迅速に進められた。今後の新興感染症の発

生に際しても、ワクチン接種業務や宿泊療養施設での業務等の新興感染症関連業務において迅速

な看護師等の確保を図るため、都道府県ナースセンターにおいて、潜在看護師等に係る職業紹介

や就業前の事前研修を積極的に実施することが重要である。

新興感染症の発生に際しては、こうした都道府県ナースセンターにおける取組に加えて、公共

職業安定所においても、潜在看護師等に係る職業紹介を進めることが重姜である。また、有料職

業紹介事業者においても潜在看護師等に係る職業紹介を進めること並びに看護系大学及ぴ看護師

等養成所の教員や大学院生による支援の実施も期待される。

騨

如

第七その他着護師等の確保の促進に関する重要事項

国民の理解の向上

看護師等の確保を進める上で、医療関係者をはじめ広く国民一人一人が、療養上の世話又は診
療の補助等を行う「看護の重要性について理解と関心を深めることを通じて、国民全体の理解
を進める必姜がある。これにより、肴獲を専門とする肴護師等の社会的評価の一屑の向上も期待
され、看護師等の業務への誇りと就業意欲の向上につながるとともに、看護師等を志望する者の
増加により看護師等の確保に資することが期待される。

また、国民は誰もが病を栂ることがあることから、国民一人一人が傷病者等を宕護することの

重要性や魅力を理解し、看護に従事する者への感謝の念を持って接することが望ましい。このた
め、ナイチンゲールの誕生日である5月12日を看護の日」とし、この日を含む一週問を「看護
週閻」としているところである。これらを中心として、その意識の高揚を図るための行事の開催
等を通じ、看護の大切さを広く国民が再認識するための述動を展開することが効果的であり、そ
の際、国民においても、広く看護に親しむ活動に参加することが望まれる。

こうした機会等で看護師等自らが肴護業務についてアピールしていくことは若者をはじめ広く
国民の理解の向上につながっていくものと考えられる。

なお、学校教育においても、各学校段階を通して職場体験やインターンシップを含めた着護・
福祉に関する体験学習の機会の充実に努めるなど、これから看護の道を志す若者の看護師等の役
割に対する理解が促進されるよう適切な進路指導を行う必要がある。

あわせて、看護師等の専門性の具体的な内容及び役割並びに特定行為研修修了者、専門看護師、

認定看護師その他の専門性の高い看護師の専門性の具体的な内容及び役割を発信することも重要
である。

調査研究の推進^

近年、医学・医療の高度化・専門化、生活様式・価値観の多様化に加え、多発する災害や新型

コロナウイルス感染症の感染拡大などにより、着護に対する国民の二ーズも高皮化・多様化して

いる。チーム医療の中で、看護の専門性を発揮し、国民の二ーズに応えていけるよう、科学的根

拠に基づく看護実践やAI・1CTの活用といった技術水準の向上や業務効率化への取組が必要

である。

このため、効果的かっ効率的な質の高い看禮を実現するための研究を行う研究者の育成や広く

看護現場で活用される看護ケアの評価、在宅における看護技術等看護全般にわたる研究が求めら
れており、国としてもこれらに対する支援策を講じていくことが重要である。

看護師等の確保を図るための着護補助者による業務実施の推進三

現役世代(担い手)が急減していく一方で、高齡化の進行に伴って看護二ーズが増大している

状況において、看護師等が実施する必要がある診療の補助又は療養上の世話に係る業務について、

必要な看護師等の確保を図っていくためには、看護補助者が実施可能な業務については、看護補
助者が担っていく環境を整備していくことが重姜になる。

このため、国においては、看護補助者の業務に必要な知識・技術の習得に向けた研修プログラ
ムの開発、看護補助者の活用や病院等での呼称に関する好事例の情報発信、病院管理者等を対象

とした看護補助者の活用に関するセミナーの開催などの取組を行うことが重要である。

また、都道府県ナースセンターにおいては、地域の実情や病院等の二ーズに応じて、職業安定
法(昭和22年法律第141号)に定める必要な届出を行った上で、看護師等の無料職業紹介と併せ
て、看護補助者の無料職業紹介も実施することが重要である。

診療報酬において、看纏補助者の配置に係る加算や看護補助者に対してより充実した研修を実

施した場合等の評価を行っており、病院等においては、これらを活用しつつ、看護補助者による

業務実施を挑進していくことが重要である。

あわせて、着護補助者の社会的な認知の恂上に努めるとともに、看護袖助者の技能の向上及び

把握・活用に努めていくことが重要である。
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